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日本企業における実態としての
































し、経団連が、2016 年 7 月 19 日に、提言「同一労働同一賃金の実現に向けて」
 日本の賃金制度の行方




































































































































































































































使双方から疑問視されるようになり、1950 年代後半から 1960 年代後半
頃（昭和 30 年代から昭和 40 年代にかけて）年功賃金がいわば仕事給（す































































































































































































































































































管 理 者 と し て の manager は、 現 場 の 監 督 機 能 を 担 う 何 人 か の






成している」。したがって、この範囲においては、“face to face” の関係






















































































には 10 人が 10 人分以上の仕事をしていくことも可能な条件ができあがって
いることにもなるであろう ｣（34）。


















































































































































































38 —— − 賃金形態の国際比較軸について −
注（1）『週刊東洋経済　2015.5.30』44 ～ 46 ページ。
（2）経団連「2014 年人事・労務に関するトップマネジメント調査結果」
2015 年（http://www.keidanren.or.jp/journal/times/2016/0721_03.















（9）副田満輝『前掲書』270 ～ 281 ページ。
（10）例えば、楠田丘の著作（『賃金とは何か ― 戦後日本の人事・賃金
制度史』中央経済社、2004 年など）でしばしば使われている。  
（11）遠藤公嗣『これからの賃金』旬報社、2014 年、77 ～ 79 ページ。





























































第 20 巻 —— 41
追記
　脱稿後に、竹内裕『賃金決定の新構想』中央経済社、2013 年を入手








42 —— − 賃金形態の国際比較軸について −
